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論文内容要旨
 新事業、新産業の創造のためには、大学発ベンチャーをはじめとしたベンチャー企業の役割が不可欠
 であることに異論を挟む余地はなかろう。但し、日本の場合、前向きの経済構造改革、新産業創造を全
 くの個人ベースで起業するベンチャーだけに担わせるには多少期待過剰であると思われる。日本には既
 存の大企業・中堅企業の中に優秀な人材とすぐれた技術が存在しており、スピンアウト、カーブアウト
 などの活用によって、十分に活用されていない技術・人材をうまく外に切り出して新産業創造に向かわ
 せた方が日本経済全体へのGDP寄与度は大きいはずである。
 イノベーションのテンポがますます速くなる現在において、大企業・中堅企業の中で資源配分を検討
 している時間的余裕はどんどん少なくなっている。激変するニーズの多様化と技術の高度化、複合化、
 システム化に対応するためには、ピラミッド型大組織では対応できない部分が大きくなり、専門分野に
 特化したネットワーク型企業群ヘシフトしていく必要もあろう。一頃の「社内ベンチャーブーム」で多
 くの社内ベンチャーが出来たが、成功しているものは少ない。スピンオフ(スピンアウト)は、独立精
 神旺盛なアントレプレナーの潜在能力を引き出し、成功に結びつける点で優れているものの、親元企業
 との知財権の明確化、競業避止義務等が大きく立ちはだかるケースも多い。その点、カーブアウトの場
 合は株式保有等ある程度の利害関係を保持し続けることで、親元企業の信用力の利用、円滑な黄金調達、
 販売・仕入れの開拓、人材・知財のスムーズな切り出しが可能となる。
 また、大企業・中堅企業の側からもスピンオフ(スピンアウト)に比べ、カーブアウトのほうが切り
 出す抵抗も少ないものと思われる。コア部門は難しいかもしれないが、サブコア事業や将来コア事業に
 なる可能性を秘めた事業なども、カーブアウトの手法を使えば、比較的スムーズに切り出しが可能であ
 ろう。先導的な日本の大企業・中堅企業がカーブアウトの成功事例を作れば、一気に新事業の切り出し
 が進むこともあり得る。
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 上記の問題意識と背景から、カーブアウトに着目し、それを類型化したうえで、「技術融合アライ
 アンス型カーブアウト」の構成要件と有効性、実用性について研究を行っている。
 本論文の構成は全文5章よりなる。
 第1章は序論である.
 新技術事業化を阻む障害と企業に眠る優れた技術の活用について説き起こしている。コーポレートベ
 ンチャリングの類型化を行い、その中で、カーブアウトとは経営戦略としで経営陣が事業の1部分を切
 り出し(C鍵veOut)、第3者の評価、投資などを含む参画を得る大企業・中堅企業ベンチャーと位置づ
 けている。親会社から一定の出資等強い支援・連携を受けつつ、切り出す点が特徴である。
 カーブアウト案件112件のヒアリングからカーブアウトの類型化を行い、単独企業からの切り出しの
 タイプとして①単純分社・子会社上場型カーブアウト、②リストラクチャリング型カーブアウト、③新
 事業型カーブアウトに分類し、また、複数企業からの切り出しとして④同業アライアンス型カーブアウ
 ト、⑤技術融合アライアンス型カーブアウトに分類している。特に⑤の技術融合アライアンス型カーブ
 アウトは新技術事業化、新産業創造に寄与するツールと考えられ、それにフォーカズレた根拠を示して
、
 いる。
 また、コーポレートベンチャリング、スピンオフ、エクイティカーブアウトの先行研究の分析を行う
 とともに、本論文の理論的土台となったイノベーション論、組織論、アライアンス論の先行研究に言及
 している。
 第2章では、技術融合アライアンス型カーブアウトモデル(図1)のありかたについて議論している。
 モデルの導出のために、カーブアウト候補案件112件と特に技術融合アライアンス型カーブアウトが事
 業化促進モデルとなりうる案件79件の詳細な構造分析を行うとともに、イノベーションの先行研究と
 の論理的適合性について論じている。さらに、モデル導出と同時並行に有識者ヒアリングを行って、導
 出したモデルが現実のビジネスで使い物になるかを常にフィードバックを行うことによってより実現
 性のあるモデル構築に努めている。
 その結果、技術融合アライアンス型カーブアウトモデルにおいて、5つの構成要素を抽出している。
 まず第1の構成要素は親元企業の経営戦略・アライアンス戦略の存在である。この場合、親元組織は企
 業であることが多いものの、ある時には財団法人であり、大学である場合もある。それらの切り出し元
 組織の経営戦略・アライアンス戦略に基づいて技術が切り出される必要がある。第2の構成要素は切り
 出される技術が新製品や新サービスを行うためにそれぞれ強者連合的であり、新製品、新サービスを行
 ううえの技術集約・融合があることである。第3は技術融合組織を創設するためのリーダー・コ」ディ
 ネ一夕ーが存在することである。新製品、新サービスを行う上で何が必須な技術であるか見極めること
 がまず求められる。このコーディネーターは技術の高度化、複合化、システム化が進む現在、新製品、
 新事業を創造する上で非常に重要なファクターになっている。第4は新会社を運営するために必要な経
 営、技術、マーケティングの人材が存在することである。補完する技術を切り出しただけでは、会社経
 営はうまくいかない。第5は、リスクマネーの供給があることである。新事業を軌道に乗せるためには
 原材料を購入し、人材を採用し、オフィス・工場を手配する必要がある。基礎的な技術はすべてそろえ
 ても、製品化するためには更なる研究開発費が必要となるケースも多い。
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 また技術融合アライアンス型カーブアウトモデルの有用性を検討し、4つの有用性を導出している。
 第1の有用性は「新規事業のスピードアップが見込める」ことである。親元企業の意思決定から解放さ
 れ、ベンチャービジネス的な創造性が発揮されることが新規事業のスピードアップにつながるのである。
 第2の有用性は「親元企業の様々なインフラ、知的資産を活用できる」ことである。カーブアウトの場
 合、ベンチャー企業等に不足しがちな人材、情報、知的財産権が利用できることは大きなメリヅトであ
 る。第3の有用性は「新産業・新事業創造に寄与する」ことである。大企業本体では見逃してしまいそ
 うな事業の芽やニーズをくみ取りことが出来る。また、既存の企業の中で事業化するとカニバリゼーシ
 ョン(共食い現象)により、自由な事業戦略が構築できないことも多い.第4の有用性はF技術融合ア
 ライアンスにより収益性が高まる」ことである。1社だけの技術では勝ち残れない最近のビジネス環境
 では、アライアンスと技術融合による競争優位性によって収益力が向上するケースはますます多くなる。
 また・クリステンセンの言う「小さな勝利でも前向きになれる小さな組織が破壊的イノベーションに適
 している」ことも密接に関連している。
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 第3章では、第2章で提案を行った技術融合アライアンス型カーブアウトモデルの構成要素及び有用
 性について、事例とシミュレーションにより検証している。まず、土壌汚染浄化事業のトータルソリュ
 ー ション会社として筆者自ら設立にかかわったランド.ゾリューション㈱を事例に検証を行い、それぞれ
 の構成要件、有用性について適合性を確認している。また、収益性の分析としてプロジェクトIRR匿(内
 部収益率)の指標を使い、25.7%と極めて高い水準であることを検証している。全く新しい産業である
 土壌汚染浄化ビジネスにおいて順調な売上高、利益を確保しており、技術融合アライアンスによって収
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 益性が高まることを実証している。
 次に、ランドソリューション㈱がビジネスモデルとして遂行した土壌汚染浄化のトータルソリューシ
 ョン事業を別のカーブアウト類型モデルとして行った場合のシミュレーションを行っている。栗田工業
 単独による噺事業型カーブアウト」をケース(1)とし、同和鉱業単独によるr新事業型カーブアウ
 ト」をケース(2)とし、オルガノと栗田工業による「同業アライアンス型カーブアウト」をケース(3)
 として分析している。ケース(1)はプロジェクトIRRが7.8%に大幅ダウンすることとなる。ケー
 ス(2)は一4.0%となり、もはや新事業としては成立し得ない。ケース(3)は、i1.1%であり、栗田
 工業単独で行うケース(1)よりもやや高いが、新規事業を行う上でのハードルレート10%をかろうじ
 てクリアする水準で、ぎりぎり新事業として成立する水準である。上記のことから、技術融合アライア
 ンス型カーブアウトモデルの構成要素および有用性についてその他のカーブアウトモデルとの優位性
 を検証している。
 さらに、新事業型カーブアウトモデルから技術融合アライアンス型カーブアウトモデルに転換を図っ
 ていったアクセラテクノロジを事例にして、転換前と転換後の構成要件と有用性の適合性を分析してい
 る。さらに技術融合アライアンスによって1RRが29.5%と非常に高い収益性が確保されることを実証
 している。
 また、クリステンセンのイノベーションのジレンマ、チェスブロウのオープンイノベーションの理論
 からも技術融合アライアンス型カーブアウトの有効性を導き出している。
 第4章では技術融合アライアンス型カーブアウトをさらに推進していくための条件を検討している。
 技術融合アライアンス型カーブアウトを推進してい「くためには、前章で検討した構成要素をなるべく揃
 うような環境を準備することが重要である。このうち、構成要素③の「コーディネータ」が存在葦るこ
 と」、構成要素④のr新会社運営のために必要な経営、技術、マーケティングの人材が存在するζと」、
 構成要件⑤のrリスクマネーの供給があること」については、事前に準備が可能である。そのびとつの
 ツールとしてコーディネート機能、リスクマネー機能、人材プール機能を持ったカーブアウトファンド
 の有効性を検証し、その先行的事例として、テクノロジーカーブアウトファンドの概要を分析している。
 また、技術融合アライアンス型カーブアウトの有望分野とその具体的な成立プロセスを実例の中から
 抽出している。最後に技術融合アライアンス型カーブアウトを社会的に普及させるための課題として、
 ①技術融合コーディネーターの必要な資質と役割、②親元企業経営者側に求められる条件、③産学連携
 の活用と大学の役割、④技術・社会システムの改善につき具体的に提言している.
 第5章は結論である。
 本論文は、新技術事業化、新産業創造のための技術経営のあるべき姿を明らかにし、技術融合アライ
 アンス型カーブアウトの実用化モデルと今後の普及の課題をまとめたものであり、日本の大企業・中堅
 企業の技術経営システムにパラダイムシフトを起こしうるものと考えられる。
 また、本論文で分析した技術融合アライアンス型カーブアウトモデルを実践的に活用する企業が一つ
 でも多くなり、技術経営モデルとして普及すれば、日本の国際産業競争力の向上に寄与すると確信する
 ものである。
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 論文審査結果の要旨
 現在、顧客のニーズが激変し多様化すると同時に技術の高度化、複合化、システム化が進んでおり、
 こうした状況に有効に適応できる新技術事業化、新産業創造に寄与する手法が求められている。本論文
 は、経営戦略として経営陣が事業の1部分を切り出し、第3者の評価、投資などを含む参画を得るコー
 ポレートベンチャリングの一つであるカーブアウトの類型化を行い、特に、技術融合アライアンス型カ
 ー ブアウトに関してその有効性と実用性をまとめたものであり、全文5章からなる。
 第1章は序論である。
 第2章では、技術融合アライアンス型カーブアウトモデルのありかたについて議論している。モデル
 の導出のために、カーブアウト候補案件112件と特に技術融合アライアンス型カーブアウトが事業化促
 進モデルとなりうる案件79件の詳細な構造分析を行うとともに、イノベーションの先行研究との論理
 的適合性について論じている。さらに、有識者ヒアリングを行い導出したモデルの実用性を検証し、よ,
 り実現性のあるモデル構築を行っている。
 その結果、技術融合アライアンス型カーブアウトモデルの構成要件として、①親元企業の経営戦略・
 アライアンス戦略があること、②持ち寄る技術が強者連合的で、新製品、新サービスを提供するためめ
 技術集約・融合があること、③技術融合組織を創設するためのリーダー・コーディネーターが存在する
 こと、④新会社を運営するために必要な経営、技術、マーケティングの人材が存在すること、⑤リスク
 マネーの供給があること、を明らかにしている。また、技術融合アライアンス型カーブアウトモデルの
 有用性として、①新規事業のスピードアップが見込めること、②親元企業の様々なインフラ、知的資産
 を活用できること、③新産業・新事業創造に寄与す.ること、④技術融合アライアンスにより収益性が高
 まることを明確に抽出している。これは極めて有益な成果である。
 第3章では、第2章で提案を行った技術融合アライアンス型カーブアウトモデルの構成要素及び有用
 性について、事例とシミュレーションにより検証している。まず、土壌汚染浄化事業のトータルソリュ
 ー ション会社として自らも設立にかかわった事例の検証を行い、それぞれの構成要件、有用性について
 適合性を確認している。また、収益性の分析としてプロジェクトIRR(内部収益率)の指標を使い、
 25.7%と極めて高い水準であることを検証している。次に、別のカーブアウト類型モデルとして行った
 場合のシミュレーションを行い、単独企業による新事業型カーブアウト、同業アライアンス型カーブア
 ウトについて分析を行い、それぞれのIRRが低下することを導出し、技術融合アライアンス型カーブ
 アウトモデルの構成要素および有用性についてその他のカーブアウトモデルとの優位性を検証してい
 る。さらに、新事業型カーブアウトモデルから技術融合アライアンス型カーブアウトモデルに転換を図
 っていった他の事例についても、転換前と転換後の構成要件と有用性を分析し、技術融合アライアンス
 によってIRRが29.5%と非常に高い収益性が確保されることを実証している。これらは極めて有用な
 成果である。
 第4章では、技術融合アライアンス型カーブアウトをさらに有効に推進していくための条件を明らか
 にしている。技術融合アヲイアンス型カーブアウトを推進していくためには、第2章で導出した構成要
 素を揃える環境を準備することが重要であり、そのひとつのツールとしてコーディネート機能、リスク
 マネー機能、人材プール機能を持ったカーブアウトファンドを提案し、自ら主体的に設立したカーブア
 ウト専用ファンドの機能と効果を明らかにしている。またさらに、技術融合アライアンス型カーブアウ
 トの有望分野、成立プロセス、普及のための課題を実例の中から抽出している。これは、第3章の成果
 をさらに発展するものであり、極めて有益かっ実用的な成果である。
 第5章は結論である。
 以上要するに本論文は、新技術事業化、新産業創造のための技術経営のあるべき姿を明らかにし、技
 術融合アライアンス型カーブアウトの実用化モデルと今後の普及の課題をまとめたものであり、技術社
 会システム工学に寄与するところが少なくない。
 よって、本論文は博士(工学)の学位論文として合格と認める。
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